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地域密着型病院を目指した経営戦略 

頑張れ病院管理者の 2 回目で、今回は中小病院の地域密着型

病院を目指した経営戦略についてです。そしてサブタイトル

は、間近に迫った 2020 年度改定への的確な対応としました。

そして先日、地域医療構想の「再検証」と指定された病院の

これからの適切な対応についても解説しています。 

 

 

頑張れ-病院管理者創刊の主旨 

頑張れ病院管理者の動画制作の目的は、令和の時代の地域連

携体制に、柔軟に対応できる中小病院の経営管理体制の再構

築を支援することです。支援する内容は、地域で必要とされ

る中小病院となるための、経営管理体制の再構築の方法につ

いてです。 

 

経営管理体制を再構築する理由は、2020 年度から本格的に動

き出す地域包括ケアシステムに適切に対応するためには、中

小病院に新たな経営管理体制が不可欠だからです。 

 

そして地域の状態や、病院の実状が違いますから、中小病院が核となって、地域の連携体制を自力で構築できる

経営管理体制モデルの設計方法を解説していきます。19 年度の達成目標は、20 年度の改善計画の策定です。そ

のためには、12月に経営管理体制モデルと比較して、改善課題を明確化し、計画的に改善に取り組むことになま

す。従って、4月から新たな経営管理体制で機能させていくことになります。 

 

地域医療構想の再検証への対応 

地域医療構想の再検証の医療機関が公表された報道により、 

再編・統合という言葉が、「病院はなくなる」と直結して捉え

られ、その結果、国が公表した真意はほとんど伝わらず、地

域の患者や行政、そして医療・介護関係者には、「病院がなく

なったらどうしよう」といった不安が蔓延してしまったので

す。 

 

そして、都道府県で進めてきた地域医療構想の調整会議の状

況を、ほとんど知らない院内の職員の多くは、これから現場

はどうなるのかといった不安が蔓延してしまった状況なので

す。 

 

今回の報道で分かったことは、社会保障費の抑制に向けての国の動きを、正しく把握している住民や医療機関は

非常に少ないということです。そして、国が目指している「急性期病床を、回復期・慢性期に移行する政策」が、

進んでいないことが分かりました。従って、風評を払拭し、この経営危機をどう回避するかが最大のテーマです。 

 

医療機関にとって、このような風評は、入院患者、外来患者の激減による経営危機が付随しているのです。対応

を間違えると、経営責任を問われることを念頭におく必要があります。また、2020年度の診療報酬改定で、紹介

状のない患者の自己負担を、200床以上の病院に広げる検討がされています。もし、そうなったら入院患者の確

保が益々難しくなりますので、要注意です。 
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「地域の患者の不安」を払拭する 

先ほどから説明していますように、地域患者の不安を払拭す

ることは最優先事項となります。しかし、方法を間違えると、

患者減少が加速して、地域の医療体制が根底から崩れるとい

った、取り返しがつかない状況となる危険性があります。そ

うならないために、地域の住民や患者の心理を、的確に把握

する必要があります。 

 

患者の心理は、再編・統合という報道により、受診すること

に不安を感じています。その結果、診療内容にも不安が広が

ってしまうのです。職員も平常心ではないので、このような状況下では、医療ミスの発生と対処には、普段以上

に留意する必要があります。地域の住民が、今求めているのは、安心できる具体的な医療提供体制なのです。 

 

今回の再検証の国の目的は、高齢化に向けて社会保障費の抑制を図りつつ、地域の医療提供体制を適切にするた

めに、急性期医療の機能を集中させ、効率化するためのもので間違ってはいないのですが、住民や医療関係者へ

の啓発が不十分であったために、再編・統合の真意を説明しても、患者は安心できない状況なのです。 

 

従って、国の本来の目的を説明しても、「焼け石に水」であり、経営管理者がここに執着すると、「経営責任の回

避」と誤解され、患者減少に歯止めがかからず、経営責任まで発展する危険性があります。この状況は、時間が

経てば経つほど蔓延しますから、地域の患者に、安心できる医療提供体制を具体的に見せることが最優先となり

ます。 

 

「職員の流出」に歯止めをかける 

職員への対応方法を間違えると、必要な人材が流出してしま

い、経営が成り立たたなくなってしまいます。これも経営責

任が追及されることになるのです。専門医療を目指している

職員の心理は、再検証の報道により、先行きの不安から新た

な職場への移動を考えることになります。 

 

医療に真摯に取り組む職員が求めているのは、これから病院

がどのような医療を提供していくかの方向性の提示を望んで

いるのです。これが提示できないと、退職の補充もできない

し、内定者の辞退が増えていき、急激に職場の労働環境が悪化する危険性があります。このような状態を避ける

ためには、真摯に医療に取組む職員に対して、これから病院が目指す医療を提示することが非常に重要なのです。 

 

「目指す医療」を明確化する 

世間の風評や職員の不安を払拭するためには、「目指す医療」

を明確化することです。そのためには、国が目指している地

域医療構想等の制度改定の内容を見据えて、病院が目指す医

療を明確にする必要があります。 

 

強引に結論を提示しますと、国が推進している地域包括ケア

システムの基盤となる地域密着型病院を目指すこと以外に道

はありません。 

 

そのためには、院内の全職種が現行業務を地域に密着した業

務体制に切り替えることと、急性期を脱した患者さんを早期に受け入れることができる回復期病床体制の構築と、
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地域の急変した高齢者をスムーズに受け入れる地域包括ケア

病床の業務体制を構築することです。 

 

地域密着型病院が機能すれば、地域の患者さんや医療・介護

関係者が安心できますし、院内の全職種が目指す医療提供体

制が具体的になることで、職員も安心できるのです。地域の

中小病院や地域医療構想の再検証の病院が、確実にＶ字回復

できる道は、地域密着型病院に向けてまい進することなので

す。 

 

2025年医療需要と各医療機能 

国は、2025 年の医療需要に対して、急性期等の各医療機能の

必要数に注目しています。2015年3月の検討会の資料ですが、

ここに国の取組みの要点が記載されています。医療機能を高

度急性期と急性期と回復期と慢性期の 4 つに分類されていま

すので、これがこれからの病床区分となるのです。 

 

各病床機能の2025年の医療需要は、1日当たりの入院患者延

べ数となります。この延べ数と病床の稼働率から、2025 年の

各病床の必要量が算出されることになります。従って、2025

年の必要な病床数は、医療需要と稼働率によって決まってく

るのです。要するに、稼働率が上がれば必要な病床数は少なくなるのです。 

 

これを都道府県の地域医療構想区域ごとに設定するのです。そしてその推計に際しては、レセプトデータやDPC

データを使用するとありますから、来年度からの報酬改定の点数誘導で、地域の各病床の必要数がコントロール

できることになるのです。そして、診療報酬の出来高点数で換算して「医療資源投入量」の多寡即ち、多いか、

少ないかを具体的にして、各地域で調整することになるのです。 

 

これが、地域医療構想の調整会議の重要な役割となります。そして、ここで注意することは「出来高点数での換

算」です。要するに包括点数が主体の慢性期医療と介護は、換算することで、現実とかけ離れた数字となる危険

性が含んでいるのです。 

 

急性期・回復期等の医療需要の考え方 

全ての病院に関係する急性期と回復期、そして慢性期の医療

需要の考え方については、これも2015年3月の検討会議の資

料ですが、注目するのは、医療資源投入量のＣ１～Ｃ3による

境界点です。 

 

これはその当時の点数ですので、2020 年度には新たな境界点

が提示されてくると思います。この境界点で分類されて高度

急性期、急性期、回復期、そして在宅医療や外来医療を含む

慢性期に分類されるのです。 
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急性期・回復期等の境界点の考え方 

そして、この境界線について具体的に展開されたのが、この

表です。高度急性期と一般的な標準治療を分岐する医療資源

投入点数が、3000点で、高度急性期医療が明確となります。 

そして、急性期と慢性期との分岐点数が、600点で、急性期医

療が明確となります。 

 

そして、回復期医療以下の分岐点が、225点ですが、ここには

退院調整等を含み、推計には 175 点が使われ、回復期医療が

明確となります。従って問題となるのは、＊印で表示されて

いる、慢性期と在宅医療となります。 

 

これは、2015年度に作成された境界点なので、2020年度以降

は、改定の度に、厳格化されてくる可能性が高いのです。そ

こで、どのように厳格化されるかについて、想定される内容

を解説します。尚、これについては12月以降にかなり具体的

に展開されてくると思います。 

 

まず、18 年度の同時改定で病床機能が明確化された各種病床

の施設基準等の厳格化です。7対1等の施設基準が、実績に基

づいてかなり厳しくなると思います。そして、医療看護必要

度を、抜本的に見直す方向ですが、今のところは全く不透明

です。 

 

以上の報酬制度の厳格化により、それぞれの病床数が減少することで、病床変更が余儀なくされます。これが、

社会保障費を抑制するための病床削減の仕組みです。この国の政策に対して、中小病院がこれから目指すのは、

慢性救急に対応できる地域密着型病院では、急性期から慢性期・在宅等を見据えた病床の的確な運用を実現する

ことになります。病院の病床区分はこの体系の中で進められていきます。 

 

慢性期・在宅医療の将来推計 

これが、2015年3月の慢性期・在宅医療の将来推計です。 

まず、注目する点は回復期リハ病棟は、回復期機能病床に吸

収される点です。従って現在の回復期リハビリ病棟は、今後

は回復期の医療に加えて、必要なリハビリを提供することに

なりそうです。 

 

療養病床の入院患者数、医療区分1の70％の患者、そして地

域差の部分と、一般病床は医療投入量の境界点のＣ３の 225

点未満の患者数と、訪問看護と老健施設、障害等の患者数を 

慢性期機能及び在宅医療等として、推計されることになりま

す。 
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慢性期・在宅医療の整備目標 

2017年2月に提示された整備目標のイメージです。尚、西暦

に表示を変更しました。二次医療圏の病床の機能分化・連携

の取組みの目標は、地域医療構想が機能している2025年です。 

 

2017年時点の病床を2025年度には、必要な病床数を減らし、

在宅医療等の病床以外の新たなサービスに移行するのが、地

域医療構想なのです。この期間に実施することは、地域医療

構想調整会議の議論を参考に、計画期間ごとに目標を設定す

ることになっていたのです。 

 

2017年時点ですから、計画は2018年から20年の第7次の前

期医療計画と、第7期介護保険事業計画と、21年～23年の計

画となります。内容は、二次医療圏の病床の必要量と整合性

のとれた整備目標なのですが、検討会の報告からは、順調に

検討されていなかったようで、21 年からの計画では、今まで

の遅れを挽回しなくてはならない都道府県が多いのです。 

 

それにもまして動きが鈍いのが、在宅医療・介護の整備なの

です。2025 年の新たなサービスの必要量を確実に確保するた

めに、21年からの3年間で、在宅医療・介護を整備することになります。 

従って、二次医療圏の市町村の取組みが非常に重要となるのです。 

 

医療計画・介護保険事業計画の関係 

ここからは、市町村が主幹となって作成する介護保険事業計

画についてですが、地域密着型病院を目指す中小病院の経営

戦略と密接に関係しています。2025 年の新たなサービスは約

30万人とされています。 

 

その内訳は、外来と在宅医療と介護施設、そして介護医療院

である新類型転換分となります。これらを、2025年に向けて 

それぞれの地域で協議して、2021年から23年の3年間の医療

計画と介護保険事業計画の整備目標を設定するのです。従っ

て、2019年9月までに各地域で原案を作成し、地域医療構想の調整会議で検討し、整備目標を国に提示すること

になります。 

 

慢性期医療需要の地域差の是正 

こうして、都道府県から提示された整備目標を国は、地域差

を是正する仕組みが、2015年3月の検討会議に提示されてい

ます。4年前の資料ですので、具体的な設定方法は詳細に決ま

っていると思いますが、全体像をつかむためにこの資料で解

説します。 

 

対象となるのは、病院や診療所以外の場所で医療を提供され

ている全ての患者さんとなります。従って、在宅医療だけで

はなく、施設に入所している患者さんや介護サービスを受け

ている患者さんが含まれているのです。 
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そして、注目するのは地域差の是正の基準です。これによる

と、報酬が包括となっているために医療資源の投入量を、入

院受療率を基準に地域差を是正する方向です。具体的には、

構想区域、即ち二次医療圏の入院受療率と全国平均との差を

縮めるのです。従って、入院受療率を全国平均に近づけるた

めに、地域で具体的に取組むことになります。 

 

 

入院受療率の低下の取組みの留意点 

来年度から各地で、入院受療率を低下させる取組みが注目さ

れてきますので、その際の留意点について解説しておきます。 

これは、2017 年 8 月の制度改革対応入門のナンバー3の画面

です。 

 

通院できるＢタイプの高齢者と入院しているＣタイプの高齢

者を、それぞれの状態に応じた具体的な取組内容です。入退

院の繰り返しを防ぐためには、退院後の安定した療養生活を

継続できる、退院支援内容や地域で確実に受け入れる患者別

の個別支援計画を設定し、それに基づいて実施することです。

詳しくは入門3の動画を視聴してください。 

 

そして、行政が適切に入院受療率を低下させるためには、各

タイプの高齢者の動きを把握することで、Ｂ３タイプの高齢

者の状況や入退院の繰り返しの状況を明確化します。 

 

医療費、介護費の適切性を検証することで、問題となる医療

機関や介護事業所を特定し、地域ケア会議で改善計画を作成

したり、関係者に改善指導したりすることで、地域での、医

療費適正計画や介護保険事業計画が確実に成果を上げること

ができるのです。この中心的な機能を担うのが、地域密着型

病院となるのです。 

 

地域密着型によるＶ字回復経営戦略① 

駆け足で、医療制度改定の視点から地域密着型病院の取組内

容を説明しましたので、ここで中小病院のＶ字回復の経営戦

略を整理して説明します。 

 

2020 年度から本格的に病床の機能分化・統合が開始されます

から、制度改定に対応できる「地域密着型病院を目指す」と

病院の経営方針を決定することです。 

 

そして、地域密着型病院を目指すという経営方針を、地域と

院内に提示し、先ず患者と職員の不安を払拭することです。

職員は、病院が目指す方向が提示されたことで、何をするかは今後のこととして、とりあえず安心できるのです。 

 

そして、地域密着型病院を実現するための具体的な取組み内容を展開した 20 年度経営改善計画を作成します。

そこには、地域密着型病院を機能させるための病床を盛り込むことになりますから、20年9月の調整会議に自信
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をもって報告できることになります。 

 

地域密着型によるＶ字回復経営戦略② 

今回再検証を指示された医療機関は、これを利用して専門医

療の機能分化に着手します。具体的には、医療需要のある急

性期医療は継続することを決定し、必要な設備投資や人材を

確保し、充実した業務体制に再構築します。 

 

一方、今回明確になった医療需要の少ない急性期医療は、二

次医療圏の他の医療機関にお願いすることを決定します。そ

して、重要なことは他に依頼した専門医療は、回復期と療養

期の新たな専門医療の業務体制を構築することです。要する

に、専門医療を急性期から慢性期にシフトするのです。具体的なシフト戦略は、通常の回復期病床に専門医療を

付加することで、急性期病院より早期退院患者を受けられるようになります。 

 

その結果、急性期病院は在院日数を短縮化できますし、受入れる回復期病床は、医療看護必要度の高い患者さん

を確実に確保できることになり、他の病院の回復期病床と差別化を図ることができるのです。そして、退院後の

安定した療養生活の継続に向けても専門医療の視点からの診療計画や、適切な薬物療法により、地域の開業医や

薬局薬剤師を支援することで、地域の入院受容率の低下につなげることができます。 

 

地域密着型によるＶ字回復経営戦略③ 

また、2020 年度から厳格化される重複投薬、ポリファーマシ

ーといった高齢者への医薬品適正使用による医薬品費の抑制

政策に関して、地域密着型病院を中核とした「適正な薬物療

法体制」を構築します。 

 

具体的には、病院の勤務医と薬剤師が協働で、疾患別診療ガ

イドラインを、患者に密着した疾患別多職種連携業務に展開

して、高齢者の医薬品適正使用を実践できる業務体制に切り

替えます。 

 

その際に、専門医療の面から多職種での留意点を付加して、提供する医療サービスの質を向上させることで、結

果として、疾病の悪化防止を実現し、高齢患者の安定した療養生活の継続を支援できることになります。そのた

めには、地域密着型病院の専門医師と、病院薬剤師、そして地域の診療所医師、薬局薬剤師が、協働して高齢者

の適正な薬物治療が実現を目指すことになります。 

 

地域密着型病院に向けての取組み 

今まで説明した地域密着型病院を、実現するための具体的な

取組みについて解説します。経営管理者と各部門の管理者は、

1日も早く経営会議で、下記の経営方針を決定します。 

 

1つは、地域で必要とされる地域密着型病院を目指すことを決

定します。その際の留意点は、地域密着型病院に関する明確

な定義がないですが、現在の病院よりも、「より地域に近づき」

そして、「より患者さんに近づく」姿勢を大切にする病院であ

ると明言することです。 
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そして、この姿勢を大切にした地域密着型病院を目指すことを発表することで、院内全体に、これから目指す方

向を示すことができ、全職員に改善する意識を周知することができますし、地域の患者さんや、医療・介護関係

者、そして地域行政に対して、病院の経営方針を周知することができるのです。 

 

そして、2つ目のポイントは、19年の12月から20年1月ま

でに、2020年度の経営改善計画を作成することです。 

12月～1月としたのは、2020年度の診療報酬改定の詳細内容

を見据えたうえで、来年度計画を作成する必要があるからで

す。 

 

計画作成のために12月までに取り組む事項は、地域医療構想

で「再検証」を指摘された病院に限らず、継続する急性期医

療と、他の医療機関に移管する急性期医療の方針を決定する

ことと、療養期で提供する専門医療の種類と、その業務概要

を設計することと、今後の医療需要を見据えて、回復期病床と地域包括ケア病床など種類と必要な病床数を仮設

定することです。 

 

そして、高齢者の医薬品の適正使用に向けて、院内外の薬剤師への支援に着手することです。この後は、地域密

着型病院を確実に機能させるためのポイントを解説します。 

 

地域連携に向けた病棟看護の深化 

地域密着型病院が確実に機能するためには、病棟の看護業務

は深化することが不可欠となります。深化の内容は、高度急

性期病院からの急性期を脱した患者さんの確実な受入体制を

整備する必要があります。 

 

そして、地域で療養していた高齢者の急変時の受入体制の整

備も必要となります。そして、こうして受入れた患者さんを 

安定した療養生活の継続を目指して、退院支援することにな

ります。これを実現するためには、患者密着情報による個別

支援計画を作成して、退院支援することが必須となります。

これが、これからの病棟看護職が目指す深化した業務内容となります。 

 

地域連携の入退院支援部門の深化 

地域密着型病院が確実に機能するためには、入退院支援部門

の業務も、深化することが不可欠となります。深化の内容は、 

看護部門の業務が変わることで、入退院支援部門は、これら

の 7 つの高齢者の療養環境に対して、療養期の急変した高齢

者を地域包括ケア病棟で受け入れ、退院時には、回復期病棟

も含めた対応が不可欠となります。 

 

その結果、地域密着型病院に向けての入退院支援部門の課題

は、患者別のルートの確認と、ルート別の患者密着情報の設

定となります。 
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従って、支援部門の今後の取組みは、個別支援計画を共通言

語として、7 つの療養環境の変化に対応することになります。

その結果、カンファレンスや担当者会議の役割も変わること

になります。以上説明しましたように、地域密着型病院を機

能させるためには、入退院支援部門の業務も根底から再構築

することになります。 

 

7つの療養環境に関しては、薬剤師の関わりも重要となります。 

病院薬剤師は、回復期病棟と地域包括ケア病棟など全ての病

棟での病棟薬剤師業務を、実施することになります。 

 

一方、かかりつけ薬剤師は、外来や在宅医療だけではなく、

特養を含めた残り 5 つの療養環境が対象となります。従って

全ての薬剤師は、7つの療養環境の中で、高齢者の適正な薬物

治療を実現する責務を負うことになるのです。 

 

これは先ほど説明した地域格差の是正の画面ですが、7つの療

養環境において、全ての職種が機能することで、地域ごとの

入院受療率を低下させて、全国平均に近づけることができる

のです。 

 

3段階で実現する効率的連携体制 

地域密着型病院は、効率的な地域連携が不可欠となります。 

そこでここからは、地域密着型病院を効率的に連携する仕組

みについて説明します。 

 

現在の業務を効率的な連携業務に一気には変えられません。 

まず、現在稼働している18年度報酬内容を具体的に実施する

内容に展開します。次に、実施内容を効率的に実施できる日

常業務に展開します。 

 

効率的な日常業務が設計できた段階で、地域の多職種との効率的な連携業務に展開することになります。三段跳

びのホップ・ステップ・ジャンプと同じで、このように段階的に展開することで、報酬改定に柔軟に対応できる

のです。 

 

関連職種が連携できる仕組み 

薬剤師や看護職、そして入退院支援部門が、この 3 段階の仕

組みで業務を構築することで、関連職種が連携できる仕組み

を解説します。 

 

最初のホップの段階では、報酬内容から実施要件書を作成し

ます。薬局薬剤師は、薬歴管理指導料から展開し、病院薬剤

師は、病棟薬剤業務実施加算から展開し、病棟看護、入退院

支援部門は、入退院支援加算から実施要件書を作成します。 

 

各職種の実施要件書から業務要件書を作成する際に、個別支援計画を基盤とすることで、各職種が効率的に連携

できる業務となるのです。尚、業務要件書は当社が12月までに原案を作成する予定です。 
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来年1月までの当社の支援予定 

最後に、当社の来年 1 月までの予定を提示しておきます。来

年1月までに制作する動画は、薬機法等の改正や2020年度報

酬改定の動きに対して、各職種の対応を中心に解説します。 

 

そして、制度改正の動きを視野に入れて、それぞれ職種の業

務要件書の作成方法を解説した動画を配信します。1 月には、

それぞれの業務モデルに対して自己チェックして来期の改善

計画を作成することになります。そして、地域密着型病院の

経営管理モデルを作成して、全国に向けて動画を配信します。 

 

そして最も難解なのが、疾患別多職種連携業務モデルの制作動画です。これには、医薬品の Check Seat が関係

してきますので、全ての薬剤師に重要な業務基盤となるものです。そして、来年の1月中旬には、それぞれの職

種で作成された業務モデルと比較して、不備事項から改善計画を作成し、意思決定することになります。その結

果、各職種が地域密着型病院の実現を共通目標として、足並みを揃えて取組むことになります。 

 

関係資料等の入手方法 

関係資料の入手方法についてですが、医療ソフト総合研究所

で検索して、当社のホームページを表示してください。 

 

もし、見つからない場合は、直接、ＵＲＬを入力してくださ

い。 

 

当社のトップページの地域連携体制構築をクリックしてくだ

さい。 

 

 

 


